
報道機関配付資料 安城市

件名 令和７年度１２月追加補正予算について

令和７年１２月１６日 

一般会計及び水道事業会計について、補正予算案を編成しまし

た。なお、補正予算案については、令和７年第４回安城市議会定

例会最終日に提出予定です。 

【概要】 

○一般会計

・補正額 1,222,900 千円 

○水道事業会計

・補正額  2,000 千円 

問合せ 安城市役所 財政課予算係

電話（直通） （０５６６）－７１－２２７５



令和７年度１２月追加補正予算　総括表　 　(単位:千円)

補 正 前 の 額 補  正  額 合     計

一    般    会    計 86,640,664 1,222,900 87,863,564

 国 民 健 康 保 険 事 業 15,086,951 0 15,086,951

 土 地 取 得 1,000 0 1,000

 有 料 駐 車 場 事 業 238,000 0 238,000

 介 護 保 険 事 業 11,967,076 0 11,967,076

 後 期 高 齢 者 医 療 3,373,000 0 3,373,000

小 計 30,666,027 0 30,666,027

 水 道 事 業 4,935,600 2,000 4,937,600

 下 水 道 事 業 6,794,000 0 6,794,000

小 計 11,729,600 2,000 11,731,600

129,036,291 1,224,900 130,261,191

区 分

特
別
会
計

企
業
会
計

合 計
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令和７年度１２月追加補正予算　総括資料 (単位:千円)

一　般　財　源 特　定　財　源

1,222,900 － 　国庫支出金　　1,222,900

企
業
会
計

水道事業 2,000

1,224,900

区 分 補　正　額
財　 　源　 　内　 　訳

一    般    会    計

水道料金　 △155,400
一般会計補助金　 157,400

   合計　 　2,000

合 計
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令和７年度１２月追加補正予算　繰越明許費計算書
(単位：千円)

繰 越 明 許

会　計 款 項 事　業　名 金 額 既 収 入

特定財源 国県支出金 地方債 その他

一般会計 15 民　生　費 10 児童福祉費
物価高対応子育て応援手
当支給事務

70,000 0 70,000 0 0 0 子育て応援手当 60,000

　（こども課） 関連事務費 10,000

一般会計 35 商　工　費 05 商工費
安城デジタルクーポン発
行事業

390,000 0 390,000 0 0 0 委託料 390,000

　（商工課）

460,000 0 460,000 0 0 0 460,000
合　 　計

左    の    財    源    内    訳 事  業  内  容

未 収 入 特 定 財 源
一般財源 工  事  等  内　訳 金  額
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令和７年度１２月追加補正予算　債務負担行為補正一覧表

(単位:千円)　

臨
時

水道基本料金無償化事業 令和7年度～令和8年度 157,000 水道基本料金無償化に係る負担金

合　　　　  計 157,000

　追　加

区分 事　　　　　　　　　項

　　　【一般会計】

限度額 事　　　業　　　内　　　容期　　間
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１５款 １０項 １０目

〔令和7年度12月追加補正予算額〕

【支給対象者・支給額等】

【事業費】

物価高の影響を強く受けている子育て世帯を支援するため、
「物価高対応子育て応援手当」を支給します。

生活
支援

児童措置費 国の総合経済対策

物価高対応子育て応援手当支給事務
こども健康部こども課

675,500 千円
子育て支援係

℡ 71-2227

支給対象
見込児童数

支給対象
見込世帯数

申請
要否

支給時期（予定） 支給額

① 30,000人 17,700世帯 × 令和8年2月下旬

② 2,300人 1,300世帯 〇

③ 700人 300世帯
〇
※2

合計 33,000人 19,300世帯

※1　基準日は令和7年9月30日
※2　1月中旬までに児童手当の申請をしたもの（公務員を除く）は申請不要

支給対象者（予定）

令和7年9月分の児童手当が支給された方及び
令和7年9月に出生した児童の父母等　※1

児童1人当たり
一律2万円

児童手当を受給している公務員の方
令和8年2月下旬以降

随時令和7年10月1日から令和8年3月31日までに出
生した児童の父母等

(歳出)
○報酬費（非常勤職員報酬） 1,097 千円 会計年度任用職員2名
○旅費（費用弁償） 24 千円 会計年度任用職員2名交通費
○需用費（消耗品費） 50 千円 事務用品等
○役務費（郵便料・手数料） 5,673 千円 通知文書送付・口座振込手数料
○委託料 8,656 千円 システム改修費、封入封緘委託料
○交付金 660,000 千円 支給対象見込児童数　33,000人

計 675,500 千円

(歳入)　[国費10/10]
〇物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金 660,000 千円
〇物価高対応子育て応援手当支給事務費補助金 15,500 千円

675,500 千円
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２０款 １５項 ０５目

〔令和7年度12月追加補正予算額〕

物価高騰による家計、事業者の負担を軽減するため水道基本料金を免除します。

生活
支援

水道事業費 国の総合経済対策

水道基本料金無償化事業
上下水道部水道業務課

157,400 千円
料金係

℡ 71-2284

【事業概要】

物価高騰による家計や事業者の負担を軽減するため、水道料金のうち基本料金を免除します。

国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用します。

【免除対象】

令和8年2月期から5月期までの水道基本料金の全額 （※2月期＝2月請求分）

【免除要件】

本市の水道利用者は、申請手続きを行うことなく免除対象とします。

【事業予算額 】

事業総額314,400千円

【令和8年2月期・3月期】 157,400千円

（内訳）

・水道基本料金免除分 155,400千円

※免除対象件数 約72,000件

・その他事務費分 2,000千円

通信運搬費（集合住宅家主への周知文書等郵送料） 300千円

委託料（料金システム設定変更・動作検証作業委託料） 1,700千円

【令和8年4月期・5月期】 157,000千円（債務負担行為を設定）

・水道基本料金免除分 155,400千円

・その他事務費分 1,600千円

委託料 （周知文書配布業務） 1,600千円

【家庭等への効果】

本市の一般家庭においては、主に口径13ミリ・20ミリの

水道メーターを設置しています。

【口径別の免除額】 4か月分の基本料金（税込）

口径 13ミリ： 2,640円

口径 20ミリ： 4,400円

口径 25ミリ： 11,000円

口径 40ミリ： 33,440円

口径 50ミリ： 53,680円

口径 75ミリ： 118,800円

口径 100ミリ： 220,000円
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３５款 ０５項 １０目

〔令和7年度12月追加補正予算額〕

【クーポン利用対象】
　安城市ＬＩＮＥ公式アカウント友だち登録者

【実施内容】
　クーポンは安城市ＬＩＮＥ公式アカウントから取得でき、１回あたり10日前後の期間に１枚300円のクーポンを最大４枚
　使用できます。このクーポンが使用できる期間を４回設けます。

【対象店舗・割引額】
　安城デジタルクーポン発行事業に参加登録した市内店舗

　　安城商工会議所会員等（※）の店舗     利用額1,000円ごとに300円割引
　　大型店・その他の店舗     利用額1,500円ごとに300円割引

　　　 ※安城商工会議所会員または市内商店街振興組合組合員の店舗（大型店等除く）

【事業費】
（歳出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（歳入）
　〇委託料　　　　　390,000千円　クーポン費（360,000千円）、事務費（30,000千円：参加店舗募集費等）　　　　　〇国庫補助金　　　　　390,000千円

生活
支援

商工業振興費 国の総合経済対策

安城デジタルクーポン発行事業
産業部商工課

390,000 千円
商業観光係

℡ 71-2235

物価高騰の影響を受けている市民の負担を軽減し、併せて市内経済の活性化を図るため、
デジタルクーポンを発行します。

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民に対し、デジタルクーポンを発行することで負担を軽減し、併せて市内経済の活性化を
図るため、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用して、「安城デジタルクーポン発行事業」を実施します。

支払い
▲LINEメニューから誘導 ▲クーポンメニュー ▲店頭のＱＲコード読取 ▲金額を入力 ▲クーポン利用確認 ※画像は全てイメージ

クーポン

-7-


